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文法解説と母語への翻訳が中心となるため言語に

対する分析力が高まり、accuracy( 正確さ )は身

につくが、肝心の外国語の運用力が身につかない、

ということである。これに対しコミュニカティヴ・

アプローチやナチュラル・アプローチでは、場面・

状況に応じた意思の伝達に重点を置くため表現能

力が高まり、fl uency( 流暢さ )は身につくが、学

習が進んでも accuracy が身につかない、という

ことである。もちろん、教育現場ではこれらの欠

点を補う指導を含む授業も行われているが、両教

授法の特徴からみて、これら２つがそれぞれの基

本的な長所・短所といえるであろう。

1. はじめに
日本の英語教育界を二分する議論の１つとし

て、英語を習得させる上で、各時間内あるいは各

単元内の授業において、学習から入るべきか、最

初から習得をめざすべきか、という教授法上の意

見対立がある。前者の主張の代表的な教授法は伝

統的な文法・訳読式教授法であり、後者の代表的

な教授法は古くはダイレクト・メソッドだったが、

現代ではコミュニカティヴ・アプローチやナチュ

ラル・アプローチである。しかし、いずれの教授

法にも長所と短所がいくつか指摘されている。

その代表的なものは、文法・訳読式教授法では、
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性を提案する。次に、その使用環境で英語の習得

を目指す場合、各時間あるいは各単元の授業過程

に学習から入るのがよいのか、あるいは最初から

習得を目指すのがよいのか、双方の立場について

考察する。そして最後に、その結論として出た立

場で英語の習得を目指す最善の方法として、いず

れの教授法を援用するのがよいのか、あるいはい

くつかを組み合わせるのがよいのかを論じなが

ら、その授業過程をプロトタイプ化して提案する。

2. 世界各地の言語の機能的分類
2-1. 母語と異言語
日本における英語が置かれている使用環境を特

定するには、世界各地での言語の使用環境におい

て使用されている言語を機能的に分類し、それぞ

れの用語を定義しておかなければならない。さま

ざまな用語が言語学、民族言語学、文化人類学、

社会言語学、心理言語学など、それぞれの立場で

使用され、場合によっては混同されて恣意的に使

用されている場合もあるからである。

例えば、心理言語学や言語習得論では、生ま

れて最初に習得される言語を「L1」と表記する。

二番目に習得される言語は「L2」、三番目は「L3」

... という具合である。これらは言語が使用環境に

おいて個人レベルで使用される時に、その心理的

機能に基づいて分類された場合の表記である。し

かし、これらに社会的意味を付与して用いる場合

もある。すなわち、その言語が使用環境において

言語共同体レベルで使用される時に、その社会的

機能に基づいて分類される場合である。本章では

伊原 (1) に依拠して分類・定義することにしよう。

言語共同体において最初に習得される言語は

「母語」と定義される。これは以前よく混同して

用いられた「母国語」とは異なる。田中 (２) は、

いかなる政治的環境からも切り離し、ただひたす

らにことばの伝えてである母と受け手である子供

との関係でとらえた「母語」と、国家という政治

的環境を介在させた「母国語」を峻別する。

それでは、この言語共同体における母語以外の

言語はどのように呼ばれるべきなのだろうか。こ

れまでは、何の疑問もなく「外国語」と呼ばれて

これらの欠点をどう捉え、どう乗り越えて行く

のかを検討することが、これからの日本の英語教

育の成否を決める大きな要因になると思われる

が、この問題を解決する上でまず考えなければな

らないのは、英語が世界の各地のどのような社会

環境で使用されているのかということであろう。

英語の使用環境の違いは、それぞれの地域の英語

教育の目的、内容、方法のあり方に大きな影響を

もたらすからである。例えば、英語がその地域で

どうしても必要とされる生活言語になっているの

か、あるいは日常生活で英語が使用されることは

まずなく、せいぜい学校の教科目になっているだ

けなのか、それだけでも、それぞれの英語教育に

質的相違が生じるのは当然のことである。

次に考えなければならないのは、英語の使用環

境が特定されれば、そこで英語を習得させる上で

最善の策は何かということであろう。教室を一歩

外に出れば英語のシャワーを限りなく浴びる英語

母語圏で習得を目指すのと、先に挙げた、学校の

教科目であるだけの使用環境で習得を目指すのと

では、方法に違いが生じるのは当然である。

いずれの方法論が最適なのかを論じる際に、こ

れまで用いられてきた論拠は、大きく分けて言語

学、第二言語習得論、心理学の研究成果であった。

これらの研究成果に依拠しながら各時代に方法論

や教授法が提起されてきた。

言語学については、伝統文法、構造主義言語学、

変形文法、語用論・社会言語学に基づいた応用言

語学の領域として、それぞれ文法・訳読式教授法、

オーラル・アプローチ、認知学習理論、コミュニ

カティヴ・アプローチが提案されてきた。

第二言語習得論については、ナチュラル・アプ

ローチが、また心理学については、古くはグアン

式教授法、最近ではヒューマニスチック・アプロ

ーチが提起されてきた。

もちろん実際の教育現場では、特定の教授法に

基づくのではなく、いくつかの教授法が折衷され

た形で用いられている現実もある。

このような状況を踏まえ本稿では、まず、日本

における英語が置かれている使用環境を特定する

と共に、日本における英語教育が目指すべき方向
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前者のみが「第二言語」として認識されてきた点

である。そこでこれらの環境の違いを考慮に入れ

たより詳細な分類が必要となる。

2-2-1-1. 「移民・長期滞在者型」
「第二言語」が母語として使用されている環境

で学習され使用される場合は、例えば、日本人が

アメリカに移民した場合や、留学や仕事で長期間

アメリカに滞在する場合を想起すればよい。この

日本人にとって、アメリカで生活していくには、

英語はそれを使用できなければアメリカで生活し

ていけない、あるいはアメリカでの生活に支障を

きたす異言語である。このように「第二言語」が、

それが母語として使用されている環境で学習され

使用される場合を「移民・長期滞在者型」と呼ぶ

ことにしよう。

この型は、その言語が使用されている日常生活

に直結した使用となるので、その言語・文化に否

定的な態度を取らない限り、その言語の上達や習

得の可能性は極めて高い。そして習得に至った場

合、その学習者の母語と母語文化も何らかの理由

や努力によって維持されていると、二文化二言語

併用者 (bicultural bilingual)、いわゆるバイリン

ガル状況が生じる。バイリンガルの人々には、２

つの異なる言語・文化の枠組みが存在するので、

必要に応じてコード・スイッチが可能となる。

2-2-1-2. 「旧植民地型」
「第二言語」が母語として使用されていない環

境で学習され使用される場合は、主に19世紀に

ヨーロッパ列強によって植民地支配されたアジ

ア・アフリカを想起すればよい。例えば、イギリ

スに植民地支配されたインドでは、一般庶民は路

上で宗主国のイギリス人に英語を何とか用いて品

物を売らなければ生活していけなかった、あるい

は生活に支障をきたさざるを得なかった。また、

カースト制度の上層部にいたインド人は、英語を

用いてオックスフォード大学やケンブリッジ大学

に留学できなければ、インドの支配層になれなか

った。このように「第二言語」が、それが母語と

して使用されていない環境、すなわち、「第二言

きたし、現在もそのように呼ばれている。しかし

これには「外国語」と呼ばれることばの中の「国」

に関わる問題がある。例えば、スペインのバスク

地方で使用されているバスク語にはバスク国家が

ないにも関わらずそれを「外国語」と呼ぶ矛盾が

ある。そこでこの矛盾を解決するために、母語以

外の言語を、自文化以外の文化を「異文化」と呼

ぶのと同じように、「異言語」と呼ぶことにしよう。

2-2. 異言語の分類
「異言語」は言語共同体での社会的機能の違い

によって、大きく２つに分類できる。すなわち、「第

二言語」と「外国語」である。ただし、ここでの「外

国語」という用語は、先にあげた「外国語」では

なく、専門領域において特別の意味合いをもって

使用されているものなので混同のないように注意

を要する。

この２つの用語は、それぞれの社会的機能とし

て、公用語、共通語、教育言語など生活言語とし

ての位置づけがあるか否かによって分類される。

すなわち、「第二言語」とはその言語共同体の中

で生活言語としての位置づけがある場合のこと

で、「その使用者にとってその言語が使用できな

ければ生活していけない、あるいは生活に支障を

きたすような異言語」、と定義できよう。

また「外国語」とはその言語共同体の中で生活

言語としての位置づけがない場合のことで、通訳

や翻訳家やその言語の教師などごく一部の専門家

を除けば、「その使用者にとってその言語を使用

できなくても生活していける、あるいは生活に支

障をきたすことのない異言語」、と定義できよう。

2-2-1. 「第二言語」の類型
「第二言語」は、それが学習され使用される環

境を曖昧にしたまま、あるいはそれを無視したり、

ある特定の環境に焦点を当てたまま一括して認識

されることがあったのも事実である。すなわち「第

二言語」が、それが母語として使用されている環

境で学習され使用されるのか、あるいは母語とし

て使用されていない環境で学習と使用がなされる

のかを曖昧にしたり無視したり、場合によっては
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る状況がある。しかし、これらの人々はその土地

の原住民であることから、彼らの使用する英語は

「第二言語」の「移民・長期滞在者型」の英語と

は言えないし、英語の母語話者のいる環境で学習

と使用が行われるので「旧植民地型」の英語とも

言えない。そこで、英語が主流言語として機能し

ている国家でマイノリティー化させられた原住民

が使用する ESLはいずれにも分類できないこと

から、ここでは「原住民型」と呼ぶことにしよう。

この「原住民型」はESLのみならず、他の「第

二言語」の場合にも当てはまる。例えば、スペイ

ンに征服された中南米の諸地域では、500年に

わたる歴史の中でスペイン語が圧倒的な主流言語

となったために、被征服者である原住民のインデ

ィオにとって、当初ピジンであったスペイン語は

「第二言語の原住民型」へと化した。これはかつ

て同じく植民地言語であり、その後、その土地で

主流言語化したポルトガル語やフランス語につい

ても同様である。この「第二言語の原住民型」は

侵略言語に由来することから、憎しみの対象とな

ったり、原住民の母語の保護・維持運動を誘発す

る対象となったりする。

2-2-2. 「外国語」
「外国語」とは、一部の専門家を除けば、その

使用者にとって生活言語としての位置づけがなさ

れない場合の異言語であると述べた。当然のこと

ながら、生活言語としての位置づけがないという

ことは、「外国語」はそれが母語として使用され

ていない地域で学習されることになる。母語とし

て使用されない地域で学習されるということは、

「外国語」をシャワーのように浴びることもその

言語使用域 (register) の区別も不可能だというこ

とになる。

母語として使用されない地域で学習されるとい

う点で、「外国語」は「第二言語」の「旧植民地

型」と軌を一にするが、多量のシャワーを浴びる

ことのできる生活言語であるか否かという点で両

者は区分されることになる。例えば、日本、韓国、

中国、タイなどでは、英語はそれぞれの国で学習

されることはあっても、ごく一部の専門家を除け

語」の使用者の母語圏で学習され使用される場合

を「旧植民地型」と呼ぶことにしよう。

この型は、旧宗主国との政治的、経済的、文

化的関係が強いことや、同一国内の異民族、異

部族間の共通語になっていることから、「第二言

語」の社会的常用性が強く、例えば、「インド英

語」といった「確立した異種」となっており、そ

れゆえ、その言語の上達の可能性は高く、習得の

可能性もある。しかし、習得に至っても、その言

語が学習者の文化圏において学習され習得される

ため、原則的に学習者の文化を背景にした異言語

の習得になる。すなわち、一文化二言語使用者

(unicultural bicodalist) となる。例えば、インド

英語を習得した話者は、インド文化を背景にして

自分の母語と英語という２つのコードを使用して

いることになる。

2-2-1-3. 「原住民型」
これまでは「第二言語」を、それが母語として

使用されている環境で学習と使用がなされるか否

かを基準に下位区分を試みてきた。しかし、この

基準だけではそれを正確に記述できない型もあ

る。例えば、「母語としての英語」(English as a 

Native Language=ENL) の使用者数は３億人以上

で、その大部分は北米、イギリス諸島、オースト

ラリア、ニュージーランド、カリブ諸国、南アフ

リカの住民とされているが、これらの地域では英

語が必ずしも唯一の使用言語とはなっていない。

例えば、カナダのケベックではフランス語が使用

されているし、ニュージーランドにはマオリ語話

者が、北アイルランドやウェールズにはケルト語

を祖語とするアイルランド語やウェールズ語の話

者がいる。すなわち、本来これらの人々も英語の

非母語話者であり、それぞれの国内では、政治、

商業、社会、教育といった活動の目的で英語を

「第二言語としての英語」(English as a Second 

Language=ESL、以後、「第二言語としての英語」

をESLと呼ぶ )として使用している。

このように英語が主流言語となっている国の国

民でありながら、英語を「第二言語」として使用

している、あるいは使用せざるを得なくなってい
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関わる問題である。英語習得の議論の中心を担っ

てきたのは、英語という言語の研究や教育に携わ

る人々なので、言語だけに目が行くのはある意味

で当然かも知れないが、それだけでは異言語の習

得という問題全体を捉えることはできない。言語

の習得は、社会的にはその言語を育んできた文化

の獲得と共になされ、心理的には未分化な認知力

がその文化が期待するように分化していく過程で

生起するからである。日本語の「春」は「四月」

「桜」「入学式」などの内包と共に習得され、アメ

リカのポトマック川沿いで育った人の習得する

springとは完全対応しない。

日本の英語が EFL環境にあるのなら、その教

育については、学校教育法やその施行規則の規定

を根拠に定められた学習指導要領が前提としてい

るように、日本人が日本という土地・文化にお

いて日本人に英語を教えることを意味する。ALT

はあくまでも「補助」であり、英語を教える資格

は持たない。ということは、日本の英語教育で

は、日本文化を前提に作成された英語の教科書を

用いて日本文化を獲得した日本人教師が英語を教

える、ということであり、その結果、仮に生徒が

英語を習得できたとしても、それは日本文化を背

景にした英語の使用にならざるを得ない。すなわ

ち学習帰結として、母語英語ではない日本英語の

習得にならざるを得ない。

もちろん、英語の教科書や教師の説明におい

て、英語そのものが持つ文化や英語圏文化を教え

る教育、すなわち異文化理解教育が行われるし、

それは不可欠なことである。しかし、それはあく

までも学習による理解のレベルに止まることであ

って、他者理解や英語によるコミュニケーション

の円滑化に寄与することはあっても、日本の生活

にすっかり慣れ親しんでいる生徒にその異文化を

内在化させることは不可能である。例えば、太

陽の色を赤だと認識している生徒が、英語文化

圏では黄色と認識されていると理解していても、

「そのキャンプファイヤーは太陽のように真っ赤

に燃えた」という想いを表現する時には、”The 

campfi re burned quite red like the sun.” となら

ざるを得ないし、それ以外の表現があるだろうか。

ば、英語のシャワーを確保することはできないし、

英語を使用できなくても何ら生活に支障をきたす

こともない。現に日本では、当然視されていて普

段意識されないし言及もされないが、国語ならび

に立法、行政、司法の場で使用されている公用語

は日本語であり、国内市場や放送・新聞で使用さ

れている共通語は日本語であり、教育言語も日本

語である。中国やタイなどの多民族・多言語国家

では言語事情に多少の相違はあるが、基本的には

これらの国の大部分の人々にとって、英語は生活

言語としての位置づけがない「外国語」、すなわ

ち「外国語としての英語」(English as a Foreign 

Language=EFL、以後、「外国語としての英語」

をEFLと呼ぶ )なのである。

また、フランスの植民地であったアフリカのマ

リ共和国では、フランス語は「第二言語」の「旧

植民地型」であるが、英語は「外国語」である。「外

国語」は、学習者の文化圏において学習されるこ

とと、生活言語としての位置づけがないことから、

教科目として教えられるほかは社会的常用性が弱

く、習得の可能性は極めて低いし上達度も低い。

3. EFL 環境における日本の英語教育
以上の議論から、日本における英語の置かれて

いる環境は EFL環境であることが明らかになっ

た。EFL環境の特徴は、これまで述べてきたこと

から、①英語使用の必要性がない、②英語のシャ

ワーが確保できない、③英語の言語使用域が区別

できない、④英語学習の動機付けが特別な場合を

除き、教科目でしかない、ということになるであ

ろう。言うならば、英語学習ならびにその習得に

とってきわめて困難な状況にあり、日本人は英語

ができないと言われても当然ということになる。

では、このような困難な環境において英語教育

をすすめていけば、それはどのような学習帰結に

なるのであろうか。またそれに至る方法はどうあ

るべきなのだろうか。

3-1. 一文化二言語使用者
これまでの英語習得に関する議論の中で焦点化

されることのなかった部分がある。それは文化に

原著論文
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的・内容・方法を切り替えて行くべきではないか、

ということであろう。

3-2. 学習と習得
第二言語習得モデルの中で、「学習と習得は異

なる」、「学習された知識はモニターの働きをする

だけで習得された知識に転化することはない」と

いうのは、Krashen(3) の有名な「習得―学習仮説」

である。この仮説はノン・インターフェイスの立

場の代表とされ、言語知識は「習得」された知識

と「学習」された知識に分けられる。前者は潜在

的知識とか暗示的知識と呼ばれる無意識的知識で

あり、後者は、顕在的知識とか明示的知識と呼ば

れる意識的知識であるとされている。

この仮説では、異言語を学校などで人為的に設

定された環境で「学習」した場合には、言語処理

が意識的処理状態に留まり、学習者自身の理解プ

ロセスを学習者自身が意識的にモニターすること

はできるが、自動的処理状態すなわち「習得」へ

の移行は不可能であるとしている。また、母語の

「習得」のように自然な状態で入力される言語知

識は無意識的に処理され、これは学習者の言語シ

ステムを構成する直感的プロセスであるとしてい

る。そして、この二つのプロセスは永遠に相容れ

ないもので、それぞれに単独の知識として学習者

の内面に蓄積されるというのである。

これに対して、インターフェイスの代表とさ

れるのが、McLaughlin 他 (4) の「注意―処理モデ

ル」(Attention-Processing Model) である。この

モデルでは、学習者が情報処理をする際の注意

(attention) の操作方法をとりあげ、学習者の言

語情報処理方法を、必要な言語情報に意識的に注

意が向けられるコントロール処理と、言語情報に

無意識的に注意が向けられるオートマティック処

理とし、言語処理は「学習」を重ねるうちにコン

トロール処理からオートマティック処理すなわち

「習得」に移行していくとしている。

この立場に立つほかの説には、Bialystok(5) の

言語習得モデルがあり、ここでは知識を分析性と

自動性に分類し、これらの知識は相互に作用して

いるとして、言語処理は、「－自動性」から「＋

以上のことからもわかるように、仮に日本でア

メリカ英語とアメリカ文化を学習し、それを使用

する時にアメリカ英語の発音・アクセントを用い

たとしても、それは日本文化を背景にした英語使

用にならざるを得ない。そして仮にその英語を習

得した日本人は、「第二言語の旧植民地型」のイ

ンド英語の話者と同じように、日本文化という一

つの文化を背景にして母語である日本語と、「外

国語」である英語という二つのコードを使用でき

る「一文化二言語使用者」にならざるを得ない。

これは、例えば、日本語・日本文化の枠組みとア

メリカ英語・アメリカ文化の枠組みを併せ持つ「二

文化二言語併用者」になり得る可能性の高い「第

二言語の移民・長期滞在者型」の話者とは、異言

語使用の際に依存する文化が自文化だけなのか、

あるいは自文化と目標言語の文化を併用できるの

か、という点で異なることになる。

以上のことから、「第二言語の移民・長期滞在

者型」のように、英語文化圏で英語を学習・習得

するのとは異なり、日本のような EFL環境で英

語を学習するならば、単に発音・アクセントだけ

でなく、選択する話題、発想、論理展開、単語の

内包、発話前提、役割期待など文化面において母

語英語とは異なる日本特有の英語使用になる。そ

して、このような英語使用が続き、もしその英語

が多数の日本人によって習得されるようなことに

なれば、それは確立された日本英語異種の誕生と

いうことになるであろう。

日本英語異種が誕生するか否かについては他の

要因も絡んでくるので、これ以上の言及を避ける

が、英語教育上、ここで示唆されることは、EFL

環境では「一文化二言語使用者」にしかなれない

ので、「アメリカ英語をしっかり学べば、いつか

はアメリカ人のようなアメリカ英語が習得でき

る」といった、馬の前に人参をぶら下げていつま

でも馬を走らせる英語教育論はやめるべきだ、と

いうことであろう。それよりも、「日本でしっか

り英語を学んでも、母語話者のような英語は習得

できないが、国際的に十分通用する日本英語の使

い手にはなれますよ」という、「国際英語」の日

本方言の上達と習得を目指す方向に英語教育の目
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インプットを与え続けていけば習得に至るとし、

「i＋ 1」の考えが提案されている。言語の習得に

は、学習ではなく、あくまでも理解可能なインプッ

トを多量に浴びることが不可欠であるとされ、こ

の考えを日本で実践化するための指導法として、

渡邉 (8) の「Merrier Approach」が提案されている。

最初から習得を目指すこれらの提案は、原理

論的にも方法論的にもソ連の心理学者Vygotsky(

ヴィゴツキー )の提唱した「発達の最近接領域」

理論という学習・発達理論と通底する。

ヴィゴツキー (9) によれば、「発達の最近接領域」

とは次のようになる。すなわち、彼は「現実の発

達水準」のことを、すでに成熟した機能あるいは

発達の果実と捉え、子供が自主的に何かができる

ということは、そのことを行う機能が子供の中に

プログラム化され、すでに成熟していることを意

味している。また、「可能的発達水準」というも

のについては、子供が自主的には解けないが助け

を借りてなら解ける水準であるとし、この水準と

「現実の発達水準」との間の領域が「発達の最近

接領域」であるとしている。従って、発達の最近

接領域は、まだ成熟はしていないが成熟中の過程

にある機能、今はまだ萌芽状態にあるけれども明

日には成熟する機能を指す。つまり、発達の果実

ではなくて、発達のつぼみ、発達の花と呼び得る

ような機能、やっと成熟しつつある機能だという

のである。

また、発達の最近接領域に今日横たわるものは、

明日には現実の発達の水準のものとなること、つ

まり今日、子供が他者の助けを借りてできること

は、明日には自分でできるようになるということ

を示しており、このようにして子供は次の水準に

進んでいく。子供が自分でできることだけでなく、

他者の助けを借りてできることも極めて重要なの

である。なぜなら、子供が他者に助けられて今日

できることが正確にわかれば、それによって、子

供が明日自分でするようになることもわかるから

だ、としている。

以上のことからわかるように、「i＋１」にお

ける中間言語を指す「i」は「発達の最近接領域」

理論における、「今はまだ萌芽状態にあるけれど

自動性」になり学習や慣れによって自動的処理に

移行するとしている。また Ellis(6) の言語習得モ

デルではこれまでの言語習得理論を統合したモデ

ルを示している。すなわち、受信したインプット

のうち選択的に注意を向けたものがインプットさ

れた知識となり、それがインテイクされ潜在的知

識として貯蔵されて、アウトプットの際にはそこ

から引き出される。そして、インテイクの段階で

より適切に選択的注意が向けられ「気づき」が起

こることが言語処理の自動化につながるとしてい

る。

これらのモデルに共通することは、顕在的知識

と潜在的知識には可変性があり、顕在的知識は潜

在的知識に変化し得るし、言語処理は意識的に行

われる場合と自動的に行われる場合があり、学習

者が学習を積み重ねていけば、言語処理が意識的

処理段階から自動的段階へ移行していくことがで

きる、ということである。

こうした現象は中間言語の可変性として知られ

ているが、言語処理が意識的処理から自動的処理

に移行していく過程で学習者が運用する知識は、

学習者が習得している中間言語のレベルとその学

習者が取り組んでいる課題の内容やその難易度に

よって異なる。また、いずれの知識が運用される

のかは、学習者が言語情報に向ける注意の度合い

によって異なるとされている。

3-3. 授業ではいずれの立場から入るべきか
英語の授業において、学習から入るべきか、最

初から習得を目指すべきか、さらに、いずれの教

授法に依拠すべきか、という問題を考える場合に、

最も注目すべき点は英語圏並みの十分なインプッ

トが確保できないという事実であろう。

このハンディを乗り越えるために、多くの努力

がなされてきた。最初から習得を目指す立場では、

例えば、Krashen & Terrell(7) の第二言語習得論

に基づいたナチュラル・アプローチがある。ここ

では、教室で多量のインプットを与えることが前

提とされる。その上で最も効果的な方法として、

学習者がすでに習得している interlanguage( 中

間言語 )のレベルを、１つだけ上回る理解可能な

原著論文
世界各地の英語の使用環境と日本での英語習得
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でなくその言語使用域も文化的な質も異なるので

ある。

このようにESL環境とは全く異なるEFL環境

で英語の習得を目指す際に、最初から英語のイン

プットを浴びせる手法を採った場合、それに要す

る時間と努力はいか程であろうか。成人の英語の

母語話者が英語の習得に要した年月と努力をはる

かに上回るものとなるであろう。例えば、仮定法

過去完了のような日本語にはない「法」や「時制」

の文法概念は日本語で理解するにも大変な時間と

努力を要するのに、最初から英語を浴びせるだけ

で正確な用法の理解と習得に至らせることは果た

して可能だろうか。仮に習得できたとしても、イ

ンプット量の不足と文化的背景の違いから一知半

解のピジン化した用法の化石化を招く恐れが大い

にある。また、日本語でも知らない極めて抽象度

の高い概念を表す単語の場合はどうなるのだろう

か。

そこで、EFL環境ではまず英語のインプット量

の不足を補うことが緊急の課題となる。しかし果

たしてどのような手立てがあるのだろうか。とこ

ろが幸いにも、英語は現在、中学校から（数年後

は小学校3年から、教科化は5年から）教えら

れるので、子供の認知力はかなり発達しており、

抽象的・相対的に思考・分析する力をすでに有し

ている。このような条件があるのなら、英語を相

対的に眺めて分析的に学習させることから始める

のにも意義がある。そうだとすれば、英語を分析

的に学習させ、理解させて accuracy を確保して

から多量のインプットを繰り返し与えてfl uency

に至る方が堅実かつ合理的ではないだろか。すな

わち、日本のような EFL環境では、学習から入

り習得に至る手順を踏む方がその環境に適した無

理のない方法だと考えられる。

3-4. いずれの教授法を援用すべきか
学習することから入る、すなわち明示的な知識

を確実に理解することから入るには、今や日本人

が英語を話せない最大の原因とされる文法・訳読

式教授法の援用は不可避である。この教授法は、

本来的に、母語を使用しながらテクストの読解を

明日には成熟する機能」に相当し、「１」は「他

者の助け」に当たる。すなわちKrashen の第二

言語習得理論では、子供の中ですでにプログラム

化されている機能に相当する言語習得装置 (LAD)

の内発的機能により、成熟中の過程にあるその時

の言語能力が、他者の助けである理解可能なイン

プットを多量に与えられることで、次の水準の習

得が可能になるというのである。これはKrashen

の第二言語習得理論が、Vygotsky の「発達の最

近接領域」理論と軌を一にする極めて自然な学習・

発達理論であると理解できる。

しかし、EFL教育ではここに大きな問題が生じ

る。Krashenの第二言語習得理論は、アメリカに

移民してくる子供の英語習得過程を観察する中で

生み出された理論であるということである。すな

わち、「移民・長期滞在者型」第二言語の話者の

習得過程を観察したものであり、教室を出ても大

量の英語のシャワーを浴びることが可能な子供の

習得過程は、「沈黙期間」のような第二言語習得

に特徴的な現象が現れるものの、その後は必然的

に英語母語話者の母語習得と似た過程を経てアメ

リカ文化獲得とアメリカ英語の習得に至り、「二

文化二言語併用者」になる可能性が極めて高い場

合のことである。要するに、EFL環境の日本とは

全く異なる「移民・長期滞在者型」ESLの環境を

観察して生み出されたものである。

母語であれ異言語であれ、言語習得には多量の

言語インプットとそれに付着した文化の獲得が不

可欠であるが、EFL環境では、まず多量のインプ

ットの確保が不可能である。イマージョン・プロ

グラムを学校教育に取り入れることができるのな

ら状況は異ったものとなろうが、通常の学校教育

で最初からAll in English の授業を実施したとこ

ろでその時間は週数時間であり、「移民・長期滞

在者型」ESL環境とは浴びるインプット量の点で

雲泥の差がある。しかも、この ESL環境では教

室で浴びる英語のインプットだけでなく、教室外

で一層多量に浴びる英語のインプットが、その文

化の日常生活のあらゆる側面で使用されている英

語である。つまり、「移民・長期滞在者型」ESL

環境と EFL環境では浴びるインプットの量だけ
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させることができればよいが、EFL環境ではシャ

ワーが確保できないのだから、明示的に提示した

ルールを含む文を人為的に何度も練習させて自動

化させるプロセス、すなわちPractice( 以下、P

で表す )はどうしても避けられない。

この練習を行わせるために援用されてきた教授

法がオーラル・アプローチである。これはよく

知られているように、言語習得を「刺激→反応

→強化」という習慣形成と捉え、それに至るた

めにパタン・プラクティスを行い、その手順と

して認知 (recognition)、模倣 (imitation)、反復

(repetition)、変換 (conversion)、選択 (selection)

の５つの手順を踏む。まず、ある文型の形式と意

味を理解させ、模倣・反復練習をさせる。その後、

その文型を疑問文、否定文などに瞬時に変換で

きるように機械的な練習 (mechanical drills) を行

う。その結果、積み重ねられた文型、語彙などの

中から学習者が言語使用の状況に合わせて必要な

ものを選択 (selection) して産出させるプロセス、

すなわちProduction（以下、Pで表す）で完結する。

これら３つのプロセスはPPPと呼ばれる習得

を促す手順として知られているが、基本的にオー

ラル・アプローチの言語観に依拠したものである。

しかし、チョムスキーの出現により、言語は習慣

による構造ではなく、言語行動は、抽象的な規則

にしたがって、新しい文、新しいパタンを作り出

すことであり、言語行動は刺激に対する反応であ

るとする見方では言語の創造的側面を説明できな

いとされるに至った。この変形文法の言語観が起

爆剤となり、認知学習理論、コミュニカティヴ・

アプローチ、ナチュラル・アプロ－チなどが提案

されてきた経緯はよく知られている。

しかしそれにもかかわらず、英語のシャワーを

得られないEFL環境で Presentation は必要であ

り、そこで学習したルールを自動化するために模

倣・反復・変換・選択といったPractice も必要

であるとした。インターフェイスの立場が主張す

るように、Practice により言語処理が意識的段階

から自動的段階へ移行していくと考えられるから

である。

しかし、ノン・インターフェイスの立場が主張

行わせ文法や語の意味を明示的に教える方法であ

って、話す能力の習得を直接目指す教授法ではな

い。それゆえ、日本人が英語を話せないのは、こ

の教授法の責任ではなく、これまでの日本の学校

教育における英語教育が書記言語中心のこの教授

法に偏ってきたことにある。

ところがこの教授法には英語を話せないことの

責任がないだけでなく、この教授法で英語を読み、

書く能力を一定向上させてきた功績があるし、書

記言語運用の際のモニターの役割を担う長所もあ

る。しかし何よりもこの教授法の最大の貢献は、

普段、無意識的に用いている日本語によって概念

化された世界認識に英語の認識を重ねることで、

学習者が日英語を相対化し、意識化する機会が与

えられることであろう。これは外国語教育の教養

的価値の中でも重要な意義である。そのためには

翻訳という複雑な作業は必要で、それを通して、

文法範疇や語彙の意味領域さらには世界認識が異

なるのだということを理解でき、相互理解が可能

になる。

これに対して初めからAll in English で行う授

業では、楢和 (10) が指摘するように、英語を英語

のまま定義しようとすること、英語の母語話者に

語の意味やその語が使用されるコンテクストを自

ら尋ねること、そして母語話者から彼の持つ言語

的直感を説明してもらうことが必要となる。これ

が教室で行われてこそ、コミュニカティヴ・アプ

ローチやナチュラル・アプローチは真の意味で成

功するのではないだろうか。

文法・訳読式教授法を援用して英語のルー

ルを明示的に提示するプロセス、すなわち

Presentation( 以下、P で表す ) がまず必要だと

しても、これだけで授業を終えていたのが従来よ

く見られた日本の英語の授業であり、批判の的に

もなっていた。なぜなら、ノン・インターフェイ

スの立場であれ、インターフェイスの立場であれ、

語彙、構文、表現に慣れるプロセスが必要なので

ある。すなわち言語知識を自動化して潜在的知識

にするプロセスである。

しかし、ノン・インターフェイスの立場が主張

するように多量のシャワーを浴びせて自然に慣れ
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表現形式が貯蔵されている。それゆえ、表現形式

は文脈や場面の中で活性化されることが心のメカ

ニズムにとって自然な機能なのである。

そこで、学習と機械的練習の後に Interaction

のプロセスを置けば、ジレンマが解決できると共

に、それぞれの理論・仮説の利点と懸念に対応

した授業のプロセスが実現する。そうだとすれ

ば、我々の目指す授業のプロセスは、これまでの

PPPを乗り越えたPPIということになる。

3-5.　Interactionの授業
Interaction の授業に決まった手順はない。し

かし Interaction で創造的な言語使用を可能にす

るには、ノン・インターフェイスの立場が主張す

るように、最初から習得を目指して多量のインプ

ットをできる限り自然に与えることである。その

ような授業を実現するためには、先に言及した渡

邉 (1995) のMERRIER Approachが参考になる。

このApproach を具体化した渡邉他 (14) を参考に

しながら授業過程を提案すると流れは以下のよう

になる。

① まず、授業は学習と機械的な練習によって学習

者に定着している言語材料を用いてインプッ

トすることから始まる。教師の質問に対する学

習者の応答は、Yes、No や Last night などの

一語や数語のアウトプットでもよい。

② ①の段階の Interaction で fl uency が確保され

る中で、「i＋ 1」を用いて理解可能な未知語

を含むインプットを行っていく。理解を助け

るため、ジェスチャーや表情や写真などを用

いることもあるし、抽象的な内容については、

できるだけ具体例をあげる。また内容が理解

できないようなら、いろいろの角度から多面

的に発想を変えて話すように努める。例えば、

「黒板の英文を写しなさい」と言いたい場合、

Write down the sentences on the board. が理

解されないなら、黒板の英文を指差してCopy 

the sentences. と言い換えたり、発想を変えて、

Open your notebook. とか、Have your pencil.

などと話しかけることで理解へ導く。

するように、それでは言語の創造的側面が保証で

きないというジレンマはどう解決すればよいのだ

ろうか。事実、オーラル・アプローチが全盛の時

代はあったが、それで英語の習得が促進されたか

と問われれば答えは否である。つまり、この教授

法では練習した表現を流暢に言えるようになって

も、それと異なる表現を与えられると反応できな

いという言語の創造性に関わる欠点があったから

である。

そこで我々は第二言語習得論の研究成果を再度

参考にすることになる。Krashen の理論は意義

ある知見を多分に与えてくれたが「移民・長期滞

在者型」ESL理論であり、その理論が EFL環境

での英語教育にそのままの形では適用できないと

した。しかし、この理論に対する批判が生じる中

で、この理論を補完するいくつかの仮説が提案

されてきた経緯があった。例えば、「理解可能な

インプットは言語習得に必要だが、それだけでは

不十分でアウトプットする機会も必要だ」とする

Swain(11) の「アウトプット仮説」、「意味の交渉

の中で、理解可能なインプットを得たり、アウト

プットの機会があったり、相手からフィードバッ

クを得られるなど、言語習得を促進する上でイン

タラクションは最高の環境だ」とするLong(12) の

「インタラクション仮説」などがある。

これらの仮説の中で、我々のジレンマの解決

に有効と考えられるのは「インタラクション仮

説」であろう。EFL環境の教室内という極めて

限られた空間で、学習と機械的練習によって

accuracy と練習した表現の fl uency を保証され

た学習者に、さらなる創造的な言語使用を経験さ

せるには、教室内ゆえに多少擬似的になる部分は

あっても、実際の文脈や場面での意味交渉である

Interaction は導入せざるを得ない。実際の文脈

や場面こそが自然で活き活きとした言語使用を育

む母体だからである。中森 (13) によれば、このこ

とは1980年代の記憶理論や現代の脳神経科学か

らも検証されており、脳内では、単語と文法規則

が別個に整然と列挙されて記憶されているのでは

なく、状況や場面によって整理されて、出来事や

意味の記憶などに関連付けられた集合体として、
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クし、学習者が自ら考えたり、感じたり、発見し

たりした新たなアウトプットを引き出す。このよ

うな Interaction を繰り返して創造的に意味交渉

を成立させていく授業である。

この Interaction をスムーズにし、fl uency を

増していくには、意味交渉の内容が「here and 

now」の原則に沿って、学習者の身近に現在生じ

ている出来事や、学習者が持ち合わせている生活

習慣、価値観、行動様式といった自文化に関わる

話題を扱うのがよい。自分にとって慣れ親しんだ

スキーマだと内容に対する推測が容易になり、意

味理解とアウトプットが促進されるからである。

「他者からの借り物を自分のものとするには、そ

れを自分の側に引きつけ自分の都合のよいように

使用することだ」と言われる所以である。この帰

結が日本文化を背景にした日本英語になること

は、これまで述べてきた通りである。もちろん、

このような授業を成立させるには教員側の確かな

英語力と理論に基づいた当意即妙な指導技術が求

められることは言うまでもない。

4. 終わりに
日本の学校教育で英語の習得を目指すための授

業過程の手順を提起した。そのための前提として、

まず、日本は日常生活で英語のインプット量の確

保が困難なEFL環境にあることを指摘した。次に、

英語文化圏ではなく、EFL環境の日本語文化圏で

英語の学習と使用が行われると、母語英語とは異

なる日本人特有の英語使用にならざるを得ないこ

と、しかし国際的に十分通用する日本英語の使用

者にはなれること、またそれがゆえに、「国際英語」

の日本方言という視点で英語習得を目指すべきで

はないか、ということを提言した。

授業で学習から入るべきか、最初から習得を目

指すべきかに関しては、ノン・インターフェイス

とインターフェイスの立場を概観した上で、前者

の代表的なKrashen の理論は日本のようなイン

プット量が絶対的に不足した EFL環境にはその

ままの形で適用できないので、むしろ学習者の発

達した認知力に依存して学習から入り、accuracy

を確保してからfl uencyに至るのがよいとした。

また、酒井 (15) は小学校の外国語活動での例を

次のように示している。

酒井：What’s your name?

児童：Umm.( 怪訝そうな表情 )

酒井： ( 名札を指差して ) My name is Sakai 

Hideki.

　　　What’s your name?

児童：Ken.

酒井：Oh, your name is Ken.

この例のやりとりは、意味交渉の中で、理解可

能ではなかった表現が理解可能になっていく様子

である。

③ 重要と思われる表現を意図的に繰り返す。その

際、意味のあるさまざまな場面の中で繰り返し

使う。多量のインプットを与え意味の理解を可

能にすると共に、それぞれの場面での用法も理

解させるためである。

④  Interaction における生徒の反応については、

英文の一部であったり既習項目でも文法的で

ない場合も多い。そのような場合には、すぐ

に訂正したり注意したりせず、一旦学習者の

回答を認めた上で、教員が自然に訂正して復

唱する。学習した内容が Interaction の中で自

然に再現されるため、現実感をもって「気づき」

がなされ習得が促進されることになる。例え

ば、How did you come to school this morn-

ing?に対する学習者の回答がBus.だとすると、

教員はOh, you came to school by bus.などと

expandして復唱する。また、Did your father 

come home before seven last night? に対す

る回答がYes, he come home before seven. だ

とすると、I see, he came home before seven 

last night.などと訂正した箇所を強調しながら

リピートする。

以上が Interaction の授業の骨子である。細

部では付加すべき点もあろうが、主旨は、まず

Interaction の中で既習の言語材料だけでなく、

理解可能な未習の言語材料も含めた多量のインプ

ットを与えることで、学習者からのアウトプット

を引き出す。次に、そのアウトプットを繰り返し

たり変えたり膨らませたりしながらフィードバッ
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った」(salient) 存在になり、そのことが「頻度」

(frequency) と結び付くと「強度」(strength)

となって Intake を促進するからである。また

Wong(17) に及んでは、母語の文法や構造や発話

行為に関する明示的知識や経験が第二言語の習得

を促進するとまで述べている。

以上、先達の貴重な研究成果に依拠するだけで、

日本での英語習得に向けた各時間内あるいは各単

元の授業過程を、プロトタイプ化して提案した。

これはあくまでも一つの仮説であり、この証明に

は時間と労力を要する実証が必要である。
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